
7,704 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 11,267,704 円

一般財源 0 0 11,268 3,300

職員人件費　② 0 0 4,576 3,743

総事業費（①＋②） 0 0 15,844 7,043

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ

２

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

７

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

年

概
　
要

総合計画
分野 産

度

業振興

基本施策 農業
施

（

策体系
施策の内容 生産

平

基盤の強化

目
　
　
　
的

成

　地震時の破堤の予防

２

のため、農業用ため池

６

主
た
る
内
容

○大規模た

年

め池堤防の補強工事　

度

1式
の堤防補強を行い

評

、併せて大雨に備える

価

ため ○洪水調節機能設

）

置工事　1式
、洪水調

刈

節機能を可能な限り付

谷

加する。

位
置
づ
け

関連

市

計画

根拠法令 土地改良

事

事業法

対象者 市民 事業

務

期間 平成２６年度 ～

実

事

施方法 □直営　□委託

業

　□指定管理　□補助

評

・助成　■その他

価シート （様式１）

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

会

４年度実績 ２５年度実

計

績 ２６年度実績 ２７年

名

度計画

　 　 ・堤防補強

担

工事  1式（洲原池

当

・余水吐改良工事　1

部

箇所
　 　 　地区防災ダ

建

ム事業負担金） ・緊急

設

放流ゲート設置工事　

部

　 　 　1箇所（洲原池

一

地区防災ダム
　 　 　事

般

業負担金）
　　　――

会

――――― 　　　――

計

―――――

・堤防の耐

防

震対策として、県営事

災

業の事業進捗の調整を

ダ

行うことができた。

成

ム

果

・事業完了後の施設

事

の維持管理について、

業

地元と調整を行い管理

担

協定などを定める必要

当

がある。

課題

指標名称

課

（単位）
実績値 目標値

雨

２４年度 ２５年度 ２６

水

年度 ２７年度 ２９年度

対

活動 決壊被害想定区域

策

(ha) ― ― 310 2

課

50 250
指標

指標

他

款

市との
比較検証

項 目 担当係 計画係

Ｃ
　

6

事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単

1

位：千円
２４年度 ２５

5

年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 11,268 3,300 合計 11,26



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　ため池の耐震対策として補

平

強を行うことにより、

成

堤防の
・法的業務

高い

２

決壊による被害を軽減

７

させることができるた

年

め、市民生活
必要性 ・

度

市民ニーズ、社会需要

（

の安全性が高まりる事

平

業であるため、必要性

成

が高い。
・市民生活上

２

必要である　など

　土

６

地改良事業であるため

年

、県営事業で実施し、

度

市の負担
・コストの節

評

減、費用対効果
高い

が

価

軽減できるため、事業

）

進捗や経済性が高く効

刈

率的な事業
効率性 ・執

谷

行体制の効率性 である

市

。
・手段の最適性　な

事

ど

　県営事業ではある

務

が、土地改良事業であ

事

ることから、合
・市が

業

主体となって実施する

評

普通
意のもと進める必

価

要があるため、市が主

シ

体となって調整を
妥当

ー

性 　べき事業であるか

ト

行い、事業の進捗を図

（

る必要がある。
・総合

様

計画との整合性　など

式

　早期整備を行うこと

２

により、地震対策の向

）

上を図ること

施策への

会

・施策への貢献度
高い

計

ができるため、市民サ

名

ービスの向上に大きく

担

貢献できる。
・目標達

当

成度
貢献度 ・市民サー

部

ビスへの効果　など

今

建

後の方向性 □拡充　■

設

現状維持　□改善・効

部

率化　□縮小　□終期

一

設定　□休止・廃止

・

般

洲原池の耐震対策が今

会

年度完了し、今後は、

計

岩ケ池の防災ダム事業

防

の採択に向け、地元合

災

意を目指し、関係各機

ダ

関
と調整を行う必要が

ム

ある。

事業
担

Ｃ
 

当

　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　

課

Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

雨水対策課

款 項 目 担当係 計画係

6 1 5



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 3,000 84,871 107,000 合計 84,870,602 円
委託料 8,615,400 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 工事請負費 73,529,640 円
補償、補填及び賠

一般財源 0 3,000 84,871 107,000 償金 2,725,562 円

職員人件費　② 0 701 2,886 1,946

総事業費（①＋②） 0 3,701 87,757 108,946

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

７

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

年

事
　
業
　
概
　
要

総合計

度

画
分野 都市環境

基本施

（

策 河川・池沼
施策体系

平

施策の内容 河川の改修

成

目
　
　
　
的

　一里山町

２

砂山地内より吹戸池ま

６

で雨水管を

主
た
る
内
容

年

○吹戸池排水路新設　

度

一里山町ほか
埋設する

評

ことにより、市道１－

価

３３７号線で ○工事延

）

長　769ｍ
発生して

刈

いる道路冠水の解消を

谷

図る。 ○ボックスカル

市

バート工　1ｍ×1ｍ

事

位
置
づ
け

関連計画

根拠

務

法令

対象者 市民 事業期

事

間 平成２５年度 ～ 平成

業

２７年度

実施方法 ■直

評

営　□委託　□指定管

価

理　□補助・助成　□

シ

その他

ート （様式１）

会

Ｂ
　
事
　
業

計

　
実
　
績

２４年度実績

名

２５年度実績 ２６年度

担

実績 ２７年度計画

　 ・

当

管渠詳細設計　1式 （

部

Ｈ25繰越分） （Ｈ2

建

6繰越分）
　 ・管渠詳

設

細設計　1式 ・排水路

部

新設工事
　 （Ｈ26発

一

注分） 　工事延長　2

般

91ｍ
　 ・排水路新設

会

工事　 （平成27発注

計

分）
　　　―――――

吹

―― 　工事延長　47

戸

9ｍ ・排水路新設工事

池

　　うち完了延長　1

排

88ｍ 　工事延長　2

水

90ｍ

・下流側の工区

路

が完了したことにより

整

、道路の排水機能が向

備

上し、浸水被害の軽減

事

を図ることができた。

業

成果

・上流側の工区は

担

、地元企業との工程調

当

整の結果、完了が平成

課

27年度へと繰越とな

雨

った。

・平成27年度

水

に発注する区間も地元

対

企業の駐車場の出入り

策

口が多々あり、工程調

課

整を綿密に行う必要が

款

ある。
課題

指標名称（

項

単位）
実績値 目標値

２

目

４年度 ２５年度 ２６年

担

度 ２７年度 ２９年度

活

当

動 排水路整備率（％）

係

― ― 24.4 100.

工

0 ―
指標

指標

他市との

務

比較検証

係

8 3 2



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　一里山町砂山地内

平

においては、豪雨時に

成

道路が冠水し通
・法的

２

業務
高い

行に支障をき

７

たしており、特に地元

年

企業の正門前であり被

度

必要性 ・市民ニーズ、

（

社会需要 害が目立つ場

平

所であるため対策が必

成

要がある。
・市民生活

２

上必要である　など

　

６

現場付近には雨水貯留

年

施設を整備するための

度

公共用地が
・コストの

評

節減、費用対効果
高い

価

ないため、速やかに雨

）

水を排除するには排水

刈

路を整備する
効率性 ・

谷

執行体制の効率性 手段

市

が最適であり、工事の

事

実施にあたっては、コ

務

スト縮減
・手段の最適

事

性　など を図った設計

業

を行っている。

　刈谷

評

市が管理している道路

価

における排水対策であ

シ

るため
・市が主体とな

ー

って実施する
普通

、刈

ト

谷市が実施することは

（

妥当である。
妥当性 　

様

べき事業であるか
・総

式

合計画との整合性　な

２

ど

　道路の冠水被害を

）

解消することにより、

会

道路利用者の安

施策へ

計

の ・施策への貢献度
高

名

い
全に貢献している。

担

・目標達成度
貢献度 ・

当

市民サービスへの効果

部

　など

今後の方向性 □

建

拡充　□現状維持　□

設

改善・効率化　□縮小

部

　■終期設定　□休止

一

・廃止

　平成27年度

般

に排水路が完成するた

会

め、その後の豪雨時に

計

冠水が発生しないか、

吹

経過観察する。

戸池排水

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 

路

　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評

整

　
価
　
∨

備事業
担当課 雨水対策課

款 項 目 担当係 工務係

8 3 2



年度 ２６年度 ２７年度 ２９年度

活動 改修ポンプ数（基） 1 5 1 ― 2
指標
活動 改修排水機場数（箇所） 1 5 2 2 2
指標

「排水機場維持管理計画」に基づき、近隣市と同等の経過年数15年を目処に実施している。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 38,220 135,018 97,144 106,000 合計 97,143,840 円
工事請負費 97,143,840 円

財
　
源

特定財源 35,267 49,807 52,786 52,518

一般財源 2,953 85,211 44,358 53,482

職員人件費　② 1,768 1,403 2,534 2,695

総事業費（①＋②） 39,988 136,421 99,678 108,695

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0 市町村振興協会基金交付金

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

７

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

年

事
　
業
　
概
　
要

総合計

度

画
分野 都市環境

基本施

（

策 河川・池沼
施策体系

平

施策の内容 治水・雨水

成

対策

目
　
　
　
的

　市街

２

地用排水機場の機械設

６

備等を改修し、

主
た
る

年

内
容

　排水機場のポン

度

プ、モーターの分解整

評

備工
長寿命化を図り、

価

安定した排水能力を保

）

持す 事等を行う。
るこ

刈

とにより、浸水被害を

谷

未然に防ぎ、市民
の生

市

命・財産を守る。

位
置

事

づ
け

関連計画  

根拠法

務

令  

対象者 市民 事業期

事

間 ～

実施方法 ■直営　

業

■委託　□指定管理　

評

□補助・助成　□その

価

他

シート （様式１）

Ｂ
　
事
　
業
　
実

会

　
績

２４年度実績 ２５

計

年度実績 ２６年度実績

名

２７年度計画

・浜田第

担

1排水機場 ・浜田第1

当

排水機場 ・北浦排水機

部

場 ・北浦排水機場
　　

建

1号ポンプ分解整備　

設

1基 　　6号ポンプ分

部

解整備　 1基　　ポ

一

ンプ操作盤等更新　1

般

式　　自家発電機更新

会

　　　1式
　　6号除

計

塵機分解整備　1機 　

排

　1号除塵機分解整備

水

　 1機・弁天第2排

機

水機場 ・浜田第1排水

場

機場
・北浦排水機場･

改

高松排水機場　　3号

修

ポンプ分解整備 　1

事

基　　電源切替盤等更

業

新　　1式
　　水中ポ

担

ンプ分解整備　 　 
　

当

　　　　　　　　　　

課

各1基
・湯揚排水機･

雨

小垣江排水機場
　　水

水

中ポンプ取替え　各1

対

基

・北浦・弁天第2排

策

水機場のポンプ分解整

課

備等を実施したことに

款

より、非常時において

項

も万全の状態で各設備

目

が機能でき

成果
るよう

担

になった。

・整備計画

当

に沿って執行できてい

係

るが、今後も市内に1

施

3箇所ある市街地用排

設

水機場のポンプ、モー

管

ター等の現状を見極め

理

ながら、計画的かつ効

係

率的にオーバーホール

8

などの整備を実施して

3

いく必要がある。
課題

2

指標名称（単位）
実績値 目標値

２４年度 ２５



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　本市の河川沿線は

平

雨水の自然排水が困難

成

な地域(低地)が
・法

２

的業務
高い

多いため、

７

雨水排水を目的とした

年

排水機場が不可欠であ

度

る
必要性 ・市民ニーズ

（

、社会需要 。そのため

平

、排水機場は常に万全

成

な状態に整備しておく

２

必
・市民生活上必要で

６

ある　など 要がある。

年

　排水機場の新設・更

度

新には、用地の確保も

評

含め相当の時
・コスト

価

の節減、費用対効果
高

）

い
間と費用がかかる。

刈

必要最小限の改修によ

谷

り機能を確保す
効率性

市

・執行体制の効率性 る

事

ことで、コストの節減

務

と長寿命化を図ること

事

ができる。
・手段の最

業

適性　など

　排水機場

評

という施設の特殊性を

価

考えると、市が主体と

シ

な
・市が主体となって

ー

実施する
高い

って実施

ト

するべきである。
妥当

（

性 　べき事業であるか

様

　総合計画に、既成市

式

街地の浸水被害を防ぐ

２

ため、排水機
・総合計

）

画との整合性　など 能

会

の向上を図ることが目

計

的として掲げられてい

名

る。

　総合計画との整

担

合性から、市民の生命

当

・財産を浸水被害

施策

部

への ・施策への貢献度

建

高い
から守るべく排水

設

機能向上に寄与する事

部

業である。
・目標達成

一

度
貢献度 ・市民サービ

般

スへの効果　など

今後

会

の方向性 □拡充　□現

計

状維持　■改善・効率

排

化　□縮小　□終期設

水

定　□休止・廃止

・短

機

期的には、ポンプ等の

場

機器及び施設の耐用年

改

数は経過しておらず、

修

ポンプ等のオーバーホ

事

ールによる改修で機能

業

の確保と長寿命化を図

担

ることができるが、中

当

長期的には、耐用年数

課

を経過したポンプ等機

雨

器の取替及び施設の更

水

新を
図る必要がある。

対策課

款

Ｃ
 
　
Ｈ
 

項

　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　

目

∧
　
評
　
価
　
∨

担当係 施設管理係

8 3 2



対策を検討する必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２９年度

活動 総合治水対策量の達成度（％） 35.9 35.9 35.9 50.0 50.0
指標

 
指標

・刈谷市では、境川流域総合治水対策策定以前の区画整理事業による開発地が市街地の大半を占め、流域整
他市との 備計画における必要対策量が大きく達成が困難である。今後は、ゲリラ豪雨などの洪水対策として水害対策
比較検証 マスタープランにおいて早急に位置づける必要がある。

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,995 7,732 50,336 10,180 合計 50,335,776 円
委託料 23,672,736 円

財
　
源

特定財源 0 0 7,000 0 工事請負費 26,663,040 円

一般財源 1,995 7,732 43,336 10,180

職員人件費　② 1,486 2,805 10,207 9,732

総事業費（①＋②） 3,481 10,537 60,543 19,912

建
設
事
業

全体事業費

Ｄ

（単位：千円） 0 ２６

　

年度特定財源名称

２６

　

年度までの累積事業費

　

0 調整池整備事業費補

Ｏ

助金（県
）

２８年度以

　

降の事業費見込 0

　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　

２

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

７

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

年

業
　
概
　
要

総合計画
分

度

野 都市環境

基本施策 河

（

川・池沼
施策体系

施策

平

の内容 治水・雨水対策

成

目
　
　
　
的

　雨水貯留

２

浸透施設の整備を促進

６

し、浸水被

主
た
る
内
容

年

　雨水貯留浸透施設（

度

調整池・ため池・公園

評

害の解消と河川への雨

価

水流出量の軽減を図る

）

｡ 地下貯留施設など）

刈

の整備を行う。

位
置
づ

谷

け

関連計画 刈谷市雨水

市

総合対策整備計画

根拠

事

法令 河川法、特定都市

務

河川浸水被害対策法 

事

対象者 市民 事業期間 平

業

成１５年度 ～

実施方法

評

■直営　■委託　□指

価

定管理　□補助・助成

シ

　□その他

ート （様式１）

会

Ｂ
　
事

計

　
業
　
実
　
績

２４年度

名

実績 ２５年度実績 ２６

担

年度実績 ２７年度計画

当

・計画審査資料修正業

部

務委託 ・雨水貯留事業

建

（防災ダム事 ・水害対

設

策マスタープラン策 ・

部

水害（雨水）対策マス

一

ター
　の実施 　業）負

般

担金 　定（基本計画）

会

プラン策　定（整備計

計

画・行
・子竿調整池詳

雨

細設計修正業 動計画）

水

　務委託
　　調整池修

貯

正設計　1式
　　仮設

留

構造物設計　1式
　　

浸

4級基準点測量　 1

透

点他
・子竿調整池築造

事

工事
　　地下貯留施設

業

工　1箇所
　　集水枡

担

工　　　　4箇所
・防

当

災ダム事業（洲原池地

課

区）について、堤防補

雨

強及び洪水調節機能の

水

整備を県営事業の進捗

対

が図れた。

成果
・併せ

策

て、水質浄化のための

課

「池もみ」について、

款

愛教大、地元と協力し

項

進めることができた。

目

・また、岩ヶ池地区に

担

ついて、農業関係者と

当

調整を図り、事業採択

係

に向けて調整ができ、

計

別途事業で進めること

画

とした。

・ため池の雨

係

水貯留能力があり、総

8

合治水対策に有効であ

3

るが、岩ケ池での治水

2

対策を実施できないこととなったため、

今後は、水害対策マスタープランにおいて早急に



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　刈谷市北部のため池は

平

境川及び逢妻川流域内

成

に位置して
・法的業務

２

高い
おり、特定都市河

７

川浸水被害対策法に基

年

づく、貯留施設整
必要

度

性 ・市民ニーズ、社会

（

需要 備は、法的に位置

平

づけられた整備であり

成

、必要性は非常に
・市

２

民生活上必要である　

６

など 高い事業である。

年

　県営防災ダム事業は

度

、農業用ため池の堤防

評

を補強し、震
・コスト

価

の節減、費用対効果
高

）

い
災時の破堤による浸

刈

水被害を予防するもの

谷

であることに合
効率性

市

・執行体制の効率性 わ

事

せ、洪水調節機能を付

務

加するため、市の貯留

事

目標量を他
・手段の最

業

適性　など 事行で推進

評

することができるため

価

、事業を効率的に進め

シ

る
ことができる。
　流

ー

域の最下流に位置する

ト

刈谷市の地形特性から

（

、市が積
・市が主体と

様

なって実施する
高い

極

式

的に事業を推進するこ

２

とで、市民の安全と財

）

産を守るこ
妥当性 　べ

会

き事業であるか とので

計

きる事業であるため、

名

妥当性の高い事業であ

担

る。
・総合計画との整

当

合性　など

　総合治水

部

対策として、雨水貯留

建

目標を達成するため、

設

既

施策への ・施策への

部

貢献度
高い

存ストック

一

であるため池を利用す

般

ることで、同時に耐震

会

対
・目標達成度 策を実

計

施できることとなるた

雨

め、地域への貢献度は

水

高くな
貢献度 ・市民サ

貯

ービスへの効果　など

留

る。

今後の方向性 ■拡

浸

充　□現状維持　□改

透

善・効率化　□縮小　

事

□終期設定　□休止・

業

廃止

・今年度、洲原池

担

は工事完了を迎え、今

当

後は、その他のため池

課

の貯留効果を検証する

雨

など、貯留施設整備の

水

計画を定
める必要があ

対

る。このため、水害（

策

雨水）対策マスタープ

課

ランにおいて、効率的

款

かつ効果的な治水対策

項

を進める計画
作りを行

目

う。

担当係

Ｃ
 
　

計

Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ

画

 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

係

8 3 2



定されないと草野池の縮小形
課題

状及び調整池の形状を検討することができない。

指標名称（単位）
実績値 目標値

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２９年度

活動 河川改修率（％） 35.7 43.7 43.7 54.4 75.4
指標

指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 69,666 17,956 185,000 合計 17,956,080 円
委託料 17,956,080 円

財
　
源

特定財源 0 20,000 0 25,000

一般財源 0 49,666 17,956 160,000

職員人件費　② 0 2,104 2,182 2,695

総事業費（①＋②） 0 71,770 20,138 187,695

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0 準用河川改修事業費補助金（
県）

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

７

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

年

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

度

計画
分野 都市環境

基本

（

施策 河川・池沼
施策体

平

系
施策の内容 河川の改

成

修

目
　
　
　
的

　流域内

２

の宅地化が進み雨水流

６

出量が増加し

主
た
る
内

年

容

○河川延長　504

度

ｍ
たため、河川改修を

評

行い浸水被害の解消を

価

図 ○河川改修延長　5

）

04ｍ
るとともに、魚

刈

類・昆虫類などの自然

谷

とのふ ○流域面積　Ａ

市

=232ha
れあいを

事

可能とする河川空間を

務

創造する。

位
置
づ
け

関

事

連計画 刈谷市雨水総合

業

対策整備計画

根拠法令

評

河川法

対象者 市民 事業

価

期間 平成１３年度 ～ 平

シ

成３５年度

実施方法 □

ー

直営　■委託　□指定

ト

管理　□補助・助成　

（

□その他

様式１）

会計名 担

Ｂ
　
事
　

当

業
　
実
　
績

２４年度実

部

績 ２５年度実績 ２６年

建

度実績 ２７年度計画

　

設

・河川改修工事 ・詳細

部

設計業務委託 ・設計業

一

務委託
　 　　工事延長

般

　40ｍ 　　現地測量

会

　　0.004㎢ 　　

計

河川実施設計　　12

準

4ｍ
　 　　護岸工  

用

　80ｍ 　　路線測量

河

　　 　80ｍ 　　地

川

質調査　　　　4箇所

草

　 ・洪水調整基本計画

野

修正業務 　　地質調査

川

　　　1箇所 　　調整

改

池予備設計　2箇所
　

修

　　――――――― 　

事

委託　1式　 　　護岸

業

修正設計　 80ｍ ・

担

河川改修工事
　 　　護

当

岸実施設計　 80ｍ

課

　　工事延長　　　　

雨

 54ｍ
　　堰実施設

水

計　　1箇所

・改修計

対

画に基づく河川改修工

策

事を実施するため、測

課

量、調査及び実施設計

款

業務を行い、今後の工

項

事発注を確実なものに

目

成果
した。

・洪水時に

担

対応するため灌漑用の

当

ため池である草野池の

係

面積を縮小し洪水調整

工

池を整備する計画であ

務

るが、土地改良事業

に

係

より用水路のパイプラ

8

イン事業に関連して草

3

野池の必要貯水量を算

2

定中であり、これが算



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　浸水被害解消の

平

ため、刈谷市雨水総合

成

対策整備計画に基
・法

２

的業務
高い

づき河川改

７

修を実施する必要があ

年

る。また、現河川が県

度

道
必要性 ・市民ニーズ

（

、社会需要 名古屋岡崎

平

線の整備に支障となる

成

ため、これに合わせて

２

改
・市民生活上必要で

６

ある　など 修する必要

年

がある。

　洪水調整基

度

本計画の見直しを行い

評

、経済性を考慮した改

価

・コストの節減、費用

）

対効果
高い

修計画を策

刈

定している。また、工

谷

事実施にあたっては、

市

コ
効率性 ・執行体制の

事

効率性 ストの節減を図

務

った設計を行っている

事

。
・手段の最適性　な

業

ど

　準用河川草野川の

評

管理者は刈谷市である

価

ことから、刈谷
・市が

シ

主体となって実施する

ー

高い
市で実施すること

ト

が妥当である。
妥当性

（

　べき事業であるか
・

様

総合計画との整合性　

式

など

　浸水被害の解消

２

を図ることにより、市

）

民の安心安全に貢

施策

会

への ・施策への貢献度

計

高い
献している。

・目

名

標達成度
貢献度 ・市民

担

サービスへの効果　な

当

ど

今後の方向性 □拡充

部

　■現状維持　□改善

建

・効率化　□縮小　□

設

終期設定　□休止・廃

部

止

　草野池の農業用利

一

水関係者や、今後、工

般

事区間が重複する県道

会

名古屋岡崎線の事業主

計

体の愛知県と調整を図

準

りなが
ら、今回の改修

用

計画に基づき、事業の

河

進捗を図る。

川草野川

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　

改

Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　

修

価
　
∨

事業
担当課 雨水対策課

款 項 目 担当係 工務係

8 3 2



2

713 0

職員人件費　② 0 0 1,830 0

総事業費（①＋②） 0 0 7,543 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

７

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

年

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

度

合計画
分野 都市環境

基

（

本施策 河川・池沼
施策

平

体系
施策の内容 河川の

成

改修

目
　
　
　
的

　境川

２

からの逆流による浸水

６

被害の防止強化

主
た
る

年

内
容

○水門遠隔操作シ

度

ステム整備　1式
を図

評

るため、草野川水門の

価

遠隔操作システム ○電

）

話応答装置設置　　　

刈

　　1式
を導入する。

谷

位
置
づ
け

関連計画

根拠

市

法令

対象者 市民 事業期

事

間 平成２６年度 ～ 平成

務

２６年度

実施方法 ■直

事

営　□委託　□指定管

業

理　□補助・助成　□

評

その他

価シート （様式１

Ｂ
　
事
　
業

）

　
実
　
績

２４年度実績

会

２５年度実績 ２６年度

計

実績 ２７年度計画

　 　

名

・遠隔操作システム整

担

備工事 　
　 　 　　1式

当

　
　 　 ・水門改修工事

部

　1式 　
　 　 　
　　　

建

――――――― 　　　

設

――――――― 　　　

部

―――――――

・遠隔

一

操作システムを整備し

般

たことにより、草野川

会

水門を市役所内の排水

計

機場集中監視システム

草

から操作できるように

野

な

成果
った。

・今後、

川

水位感知による自動化

水

の実施について検討が

門

必要である。

課題

指標

遠

名称（単位）
実績値 目

隔

標値

２４年度 ２５年度

操

２６年度 ２７年度 ２９

作

年度

活動 工事進捗率（

化

％） ― 100.0 ―
指

事

標

指標

他市との
比較検

業

証

担当課 雨水対策課

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　

款

ス
　
ト

単位：千円
２４

項

年度 ２５年度 ２６年度

目

２７年度 ２６年度

（決

担

算） （決算） （決算）

当

（予算） 事業費内訳

事

係

業費　① 0 0 5,71

工

3 0 合計 5,713,

務

200 円
工事請負費

係

5,713,200 

8

円

財
　
源

特定財源 0 0

3

0 0

一般財源 0 0 5,



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　平成24年8

平

月に境川上流で発生し

成

た局地的集中豪雨によ

２

り
・法的業務

高い
境川

７

からの逆流による浸水

年

被害が発生し、その対

度

策として
必要性 ・市民

（

ニーズ、社会需要 逆流

平

防止のための水門の操

成

作体制の強化が必要で

２

ある。
・市民生活上必

６

要である　など

　草野

年

水門は市役所から遠隔

度

地にあり現地に赴き操

評

作する
・コストの節減

価

、費用対効果
高い

には

）

相当の時間を必要とす

刈

るが、急激な河川の水

谷

位上昇時
効率性 ・執行

市

体制の効率性 には即座

事

に操作する必要がある

務

ため、市役所から遠隔

事

操作
・手段の最適性　

業

など できるようにする

評

ことは適切な手段であ

価

る。

　準用河川草野川

シ

及びその最下流に位置

ー

する草野川水門は
・市

ト

が主体となって実施す

（

る
高い

、刈谷市が管理

様

しているため、これら

式

の施設に起因する災
妥

２

当性 　べき事業である

）

か 害を未然に防止する

会

対策を刈谷市が実施す

計

ることは妥当で
・総合

名

計画との整合性　など

担

ある。

　局地的豪雨時

当

に迅速に水門操作を行

部

うことにより浸水被

施

建

策への ・施策への貢献

設

度
高い

害を防止し、市

部

民の安全を守ることに

一

貢献している。
・目標

般

達成度
貢献度 ・市民サ

会

ービスへの効果　など

計

今後の方向性 □拡充　

草

□現状維持　□改善・

野

効率化　□縮小　□終

川

期設定　□休止・廃止

水

・境川水位感知による

門

水門操作の自動化を検

遠

討する。
・平成２６年

隔

度で事業完了。

操作化事

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 

業

　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評

担

　
価
　
∨

当課 雨水対策課

款 項 目 担当係 工務係

8 3 2



4

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 2,274 0 合計 2,273,508 円
委託料 2,235,600 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 使用料及び賃借料 37,908 円

一般財源 0 0 2,274 0

職員人件費　② 0 0 1,126 0

総事業費（①＋②） 0 0 3,400 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

７

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

年

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

度

合計画
分野 福祉安全

基

（

本施策 防災
施策体系

施

平

策の内容 防災体制の充

成

実

目
　
　
　
的

　平成2

２

6年度より、市内6箇

６

所の降雨量を市の

主
た

年

る
内
容

○雨量計の増設

度

2箇所
ホームページで

評

公開しているが、さら

価

に詳細 　
な情報を提供

）

できるように、観測点

刈

を増設し､ 　
防災に関

谷

する情報として市民に

市

提供する。

位
置
づ
け

関

事

連計画

根拠法令

対象者

務

市民 事業期間 平成２５

事

年度 ～ 平成２６年度

実

業

施方法 □直営　■委託

評

　□指定管理　□補助

価

・助成　□その他

シート （様式１）

会

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

計

４年度実績 ２５年度実

名

績 ２６年度実績 ２７年

担

度計画

　 ・雨量観測シ

当

ステム開発　1式・雨

部

量観測システム改良　

建

1式　
　 ・雨量計設置

設

　2箇所 ・雨量計設置

部

　2箇所 　
　 ・電送装

一

置設置　3箇所 ・電送

般

装置設置　2箇所 　
　

会

　　　　　　　　　　

計

　　　 　
　　　―――

雨

―――― ※「雨量観測

量

システム更新事 　　　

観

―――――――
　業」

測

にて実施

・雨量観測地

シ

点を２箇所追加したこ

ス

とにより、市民向けの

テ

防災気象情報として、

ム

より活用できるように

整

なった。

成果

・降雨時

備

におけるホームページ

事

の活用のため、より一

業

層のＰＲが必要である

担

。

課題

指標名称（単位

当

）
実績値 目標値

２４年

課

度 ２５年度 ２６年度 ２

雨

７年度 ２９年度

活動 市

水

が公表する雨量情報の

対

観測地点累計（箇所）

策

― 3 5 ― ―
指標

指標
・

課

近隣自治体では、岡崎

款

市で21箇所、豊田市

項

で25箇所で降雨量情

目

報を公開している。
他

担

市との
比較検証

当係 工務係

9 1



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　平成25年度

平

末現在、市内5箇所で

成

降雨量を観測できてい

２

た
・法的業務

高い
が、

７

局地的な豪雨に対応す

年

るためには、地域的に

度

隈なく観
必要性 ・市民

（

ニーズ、社会需要 測箇

平

所を配置する必要があ

成

る。
・市民生活上必要

２

である　など

　雨量計

６

を刈谷市が所有する既

年

存の施設に設置し、観

度

測シ
・コストの節減、

評

費用対効果
高い

ステム

価

は既存のシステムを改

）

良することにより対応

刈

したた
効率性 ・執行体

谷

制の効率性 め最適な手

市

段である。
・手段の最

事

適性　など

　刈谷市内

務

に特化した気象情報の

事

提供は、刈谷市が行う

業

こ
・市が主体となって

評

実施する
普通

とが妥当

価

である。
妥当性 　べき

シ

事業であるか
・総合計

ー

画との整合性　など

　

ト

観測地点が８箇所にな

（

ったことにより、北部

様

、中部、南

施策への ・

式

施策への貢献度
高い

部

２

において、隈なく観測

）

できるようになった。

会

・目標達成度
貢献度 ・

計

市民サービスへの効果

名

　など

今後の方向性 □

担

拡充　■現状維持　□

当

改善・効率化　□縮小

部

　□終期設定　□休止

建

・廃止

　観測漏れの内

設

容に機器やシステムの

部

メンテナンスを適切に

一

行う。
　より多くの市

般

民の方に活用してもら

会

えるようにＰＲを行う

計

。

雨量観

Ｃ
 
　
Ｈ

測

 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 

シ

　
∧
　
評
　
価
　
∨

ステム整備事業
担当課 雨水対策課

款 項 目 担当係 工務係

9 1 4



5

用を保持した。

成果
・光熱水費や役務費、各種委託料等の予算を適切に確保したことで、施設及び機械設備の円滑な維持管理が図れた。

・排水ポンプ・発電機の運転状況により燃料の消費量が増減する。

・排水機の高性能化や降雨等の天候状況により、光熱水費等の増減があり、予測が難しい。
課題

・降雨等の天候状況により、排水機場運転保守管理委嘱者の稼動時間の増減があり、予測が難しい。

・除草委託については、住民等の要望に応じられない状況が増加している。

指標名称（単位）
実績値 目標値

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２９年度

 
指標

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 29,096 30,250 33,407 37,979 合計 33,407,402 円
需用費 14,487,770 円

財
　
源

特定財源 11,779 11,320 11,919 12,369 役務費 9,345,326 円
委託料 9,574,306 円

一般財源 17,317 18,930 21,488 25,610

職員人件費　② 8,489 8,416 6,758 6,064

総事業費（①＋②

Ｄ

） 37,585 38,

　

666 40,165 4

　

4,043

建
設
事
業

全

　

体事業費（単位：千円

Ｏ

） 0 ２６年度特定財源

　

名称

２６年度までの累

　

積事業費 0 行政財産目

∧

的外使用料
農業用排水

　

機場維持管理費補

２８

　

年度以降の事業費見込

実

0 助金（県） 下水道

　

賠償保険
金収入　施設

　

賠償責任保険金

施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

７

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

年

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

度

合計画
分野 産業振興

基

（

本施策 農業
施策体系

施

平

策の内容 生産基盤の強

成

化

目
　
　
　
的

　湛水被

２

害を防止するため、農

６

業用排水機場

主
た
る
内

年

容

　農業用排水機場な

度

どの施設を常に安全か

評

つ
などの施設の維持管

価

理を図り、農業生産性

）

の 適正に稼動・運用で

刈

きるように保守管理業

谷

務
向上及び安定を図る

市

。 などを行う。

位
置
づ

事

け

関連計画  

根拠法令

務

 

対象者 市民 事業期間

事

～

実施方法 ■直営　■

業

委託　□指定管理　□

評

補助・助成　□その他

価シート （様式１）

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

会

績

２４年度実績 ２５年

計

度実績 ２６年度実績 ２

名

７年度計画

・排水機場

担

用消耗品の購入 ・排水

当

機場用消耗品の購入 ・

部

排水機場用消耗品の購

建

入 ・排水機場用消耗品

設

の購入
・排水ポンプと

部

自家発電機の ・排水ポ

一

ンプと自家発電機の ・

般

排水ポンプと自家発電

会

機の ・排水ポンプと自

計

家発電機の
　燃料費 　

農

燃料費 　燃料費 　燃料

業

費
・排水機場の電気、

用

水道、電 ・排水機場の

施

電気、水道、電 ・排水

設

機場の電気、水道、電

等

・排水機場の電気、水

管

道、電
　話料 　話料 　

理

話料 　話料
・施設修繕

事

料、火災保険料 ・施設

業

修繕料、火災保険料 ・

担

施設修繕料、火災保険

当

料 ・施設修繕料、火災

課

保険料
・排水機場の点

雨

検、検査手数 ・排水機

水

場の点検、検査手数 ・

対

排水機場の点検、検査

策

手数 　排水機場の点検

課

、検査手数
　料 　料 　

款

料、運転保守管理、清

項

掃、 　料
・運転保守管

目

理、清掃、電気 ・運転

担

保守管理、清掃、電気

当

　電気保安業務委託料

係

・運転保守管理、清掃

施

、電　
　保安業務委託

設

料 　保安業務委託料 ・

管

排水路除草委託料 　気

理

・保安業務委託料
・計

係

画的に保守点検等を実

6

施したことで、施設及

1

び機械設備の適正な運



5

本来なら施行すべき区間・箇所・回数を充分に履行できない状況も発生してき

ている。また、施設の老朽化に伴い補修費が増加する可能性がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２９年度

 
指標

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 17,911 17,731 19,951 29,000 合計 19,950,840 円
需用費 9,480,240 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 工事請負費 10,470,600 円

一般財源 17,911 17,731 19,951 29,000

職員人件費　② 6,720 8,416 4,998 5,315

総事業費（①＋②） 24,631 26,147 24,949 34,315

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

７

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

年

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

度

合計画
分野 産業振興

基

（

本施策 農業
施策体系

施

平

策の内容 生産基盤の強

成

化

目
　
　
　
的

　浸水被

２

害を防止するため、排

６

水機場などの

主
た
る
内

年

容

　農業用排水機場や

度

農業用排水路の浚渫と

評

、
農業用施設の適正な

価

維持管理を図り、市民

）

生 農業用排水機場の補

刈

修工事や農業用排水路

谷

の
活の向上及び安定を

市

図る。 緊急修繕を行う

事

。

位
置
づ
け

関連計画  

務

根拠法令  

対象者 市民

事

事業期間 ～

実施方法 ■

業

直営　■委託　□指定

評

管理　□補助・助成　

価

□その他

シート （様式１）

Ｂ
　
事
　

会

業
　
実
　
績

２４年度実

計

績 ２５年度実績 ２６年

名

度実績 ２７年度計画

・

担

農業用排水路の浚渫工

当

事 ・農業用排水路の浚

部

渫工事 ・農業用排水路

建

の浚渫工事 ・農業用排

設

水路の浚渫工事
　洲原

部

南排水路ほか5排水路

一

　児山地内排水路ほか

般

5排水路　永井田排水

会

路ほか8排水路 ・農業

計

用排水機場の浚渫工事

農

・農業用排水機場の浚

業

渫工事 ・農業用排水機

用

場の浚渫工事 ・農業用

施

排水機場の浚渫工事 ・

設

農業用排水路の補修工

等

事
　井ケ谷排水機場 　

補

井ケ谷排水機場 　高須

修

排水機場 ・農業用排水

事

機場の修繕
・農業用排

業

水路の補修工事 ・農業

担

用排水路の補修工事 ・

当

農業用排水路の補修工

課

事
　欠ノ上地内排水路

雨

ほか2排水　城前地内

水

排水路ほか2排水路　

対

前田地内排水路
　路 ・

策

農業用排水機場の修繕

課

・農業用排水機場の修

款

繕
・農業用排水機場の

項

修繕 　小山排水機場ほ

目

か7排水機場　井ケ谷

担

排水機場ほか7排水機

当

　井ケ谷排水機場ほか

係

7排水機 　場
　場

・農

施

業用排水機場及び農業

設

用排水路の浚渫及び補

管

修工事を計画的に実施

理

したことで、本来の排

係

水機能が回復した。

成

6

果

・浚渫について計画

1

的に執行しているが、



称（単位）
実績値 目標値

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２９年度

活動 改修ポンプ数（基） 1 1 2 1 ―
指標
活動 改修排水機場数（箇所） ― ― 4 4 1
指標

・近隣市と同等の経過年数15年を目処に実施している。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 3,360 4,200 38,709 33,066 合計 38,708,780 円
委託料 1,533,600 円

財
　
源

特定財源 0 0 20,250 10,800 工事請負費 31,828,680 円
負担金、補助及び

一般財源 3,360 4,200 18,459 22,266 交付金 5,346,500 円

職員人件費　② 1,415 1,403 3,942 3,818

総事業費（①＋②） 4,775 5,603 42,651 36,884

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0 土地改良施設維持管理適正化
事業費交付金

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

７

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

年

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

度

計画
分野 産業振興

基本

（

施策 農業
施策体系

施策

平

の内容 生産基盤の強化

成

目
　
　
　
的

　農業用排

２

水機場を改修し、その

６

機能保持と

主
た
る
内
容

年

　土地改良施設維持管

度

理適正化事業の助成制

評

性能の向上及び耐用年

価

数を確保することによ

）

度を活用して、農業用

刈

の排水機場の実施設計

谷

り、浸水被害の解消を

市

図る。 業務委託及び排

事

水ポンプなどの主要部

務

品分解
整備や改修を行

事

う。

位
置
づ
け

関連計画

業

根拠法令

対象者 市民 事

評

業期間 ～

実施方法 ■直

価

営　■委託　□指定管

シ

理　□補助・助成　□

ー

その他

ト （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　
業

名

　
実
　
績

２４年度実績

担

２５年度実績 ２６年度

当

実績 ２７年度計画

・高

部

須排水機場 ・高須排水

建

機場 ・高須排水機場 ・

設

前新田（旧）排水機場

部

　3号ポンプ分解整備

一

　1基 　1号ポンプ分

般

解整備　1基 　2号ポ

会

ンプ分解整備　1基 　

計

水中ポンプ更新　1基

農

（農業用施設維持管理

業

適正化 ・井ケ谷・泉田

用

・弁天排水機
事業より

施

移動） 　場の実施設計

設

業務委託
・今川・泉田

整

・前新田（新） ・井ケ

備

谷・泉田排水機場の除

事

　排水機場の実施設計

業

業務委 　塵機補修、弁

担

天排水機場の
　託 　鉛

当

蓄電池交換などの改修

課

工
・今川排水機場の排

雨

水ポンプ 　事
　の分解

水

整備、泉田・前新田 ・

対

適正化事業拠出金（負

策

担　
（新）排水機場の

課

鉛蓄電池交 　金）
・高

款

須・今川・泉田・前新

項

田（新）排水機場のポ

目

ンプ設備分解整備等を

担

実施したことにより、

当

非常時においても万全

係

の状

成果
態で各設備が

施

機能できるようになっ

設

た。

・整備計画に沿っ

管

て執行できているが、

理

今後もポンプ等の現状

係

を見極めながら、計画

6

的かつ効率的に分解整

1

備等を実施し

ていく必

5

要がある。
課題

指標名



を実施したことで、施設及び機械設備の適正な運用を保持した。

成果
・光熱水費や役務費、各種委託料等の予算を適切に確保したことで、施設及び機械設備の円滑な維持管理が図れた。

・排水ポンプ、発電機の運転状況により、燃料の消費量が増減する。

・排水機の高性能化や降雨等の天候状況により、光熱水費等の増減があり、予測が難しい。
課題

・降雨等の天候状況による排水機場運転保守管理委嘱者の稼動時間の増減に伴い、委託料が増減する可能性がある。

・除草委託については、住民等の要望に応じられない状況が増加している。

指標名称（単位）
実績値 目標値

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２９年度

 
指標

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 58,519 60,078 65,639 77,940 合計 65,639,497 円
報償費 1,027,126 円

財
　
源

特定財源 3,956 3,916 3,852 3,716 需用費 12,020,606 円
役務費 19,477,027 円

一般財源 54,563 56,162 61,787 74,2

Ｄ

24 委託料 33,10

　

5,708 円
使用料

　

及び賃借料 9,030

　

 円

職員人件費　② 7

Ｏ

,781 8,416 6

　

,758 5,689

総

　

事業費（①＋②） 66

∧

,300 68,494

　

72,397 83,6

　

29

建
設
事
業

全体事業

実

費（単位：千円） 0 ２

　

６年度特定財源名称

２

　

６年度までの累積事業

施

費 0 行政財産目的外使

　

用料
市町村権限委譲交

　

付金

２８年度以降の事

∨

業費見込 0 排水機場維持管理受託収入

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

７

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

年

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

度

計画
分野 都市環境

基本

（

施策 河川・池沼
施策体

平

系
施策の内容 治水・雨

成

水対策

目
　
　
　
的

　浸

２

水被害を防止するため

６

、排水機場などの

主
た

年

る
内
容

　排水機場など

度

の河川施設を常に安全

評

かつ適
河川施設の適正

価

な維持管理を図り、市

）

民生活 正に稼動・運用

刈

できるように保守管理

谷

業務な
の向上及び安定

市

を図る。 どを行う。

位

事

置
づ
け

関連計画  

根拠

務

法令  

対象者 市民 事業

事

期間 ～

実施方法 ■直営

業

　■委託　□指定管理

評

　□補助・助成　□そ

価

の他

シート （様式１）

Ｂ
　
事
　
業
　

会

実
　
績

２４年度実績 ２

計

５年度実績 ２６年度実

名

績 ２７年度計画

・河川

担

愛護活動への報奨費 ・

当

河川愛護活動への報奨

部

費 ・河川愛護活動への

建

報奨費 ・河川愛護活動

設

への報奨費
・排水ポン

部

プ、自家発電機、 ・排

一

水ポンプ、自家発電機

般

、 ・排水ポンプ、自家

会

発電機、 ・排水ポンプ

計

、自家発電機、
　クレ

河

ーン等の保守管理業務

川

　クレーン等の保守管

施

理業務 　クレーン等の

設

保守管理業務 　クレー

等

ン等の保守管理業務
　

管

排水機場・樋門・汲み

理

上げ ・排水機場・樋門

事

・汲み上げ ・排水機場

業

・樋門・汲み上げ ・排

担

水機場、樋門・汲み上

当

げ
　ポンプ・除塵機の

課

点検業務 　ポンプ・除

雨

塵機の点検業務 　ポン

水

プ、除塵機の点検業務

対

　ポンプ・除塵機の点

策

検業務
・河川施設の運

課

転保守管理、 　河川施

款

設の運転保守管理 ・河

項

川施設の運転保守管理

目

、 ・河川施設の運転保

担

守管理、
　清掃、電気

当

保安業務委託 ・清掃、

係

電気保安業務委託 　清

施

掃・電気保安業務委託

設

　清掃、電気保安業務

管

委託
・排水ポンプ車の

理

運用委託 ・排水ポンプ

係

車の運用委託 ・排水ポ

8

ンプ車の運用委託 ・排

3

水ポンプ車の運用委託

1

・計画的に保守点検等



浚渫及び補修工事を計画的に実施したことで、本来の排水機能が回復した

成果
。

・浚渫について計画的に執行しているが、本来なら施行すべき区間、箇所、回数を充分に履行できない状況も発生してき

ている。また、施設の老朽化に伴い補修費が増加する可能性がある。
課題

・河川や排水路の補修工事について、地元からの苦情と要望に加え、堤防の自主点検結果に基づいた施工が必要になる。

指標名称（単位）
実績値 目標値

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２９年度

 
指標

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 29,341 32,313 44,323 43,500 合計 44,323,200 円
需用費 14,610,240 円

財
　
源

特定財源 6,430 6,890 4,837 4,870 工事請負費 29,712,960 円

一般財源 22,911 25,423 39,486 38,630

職員人件費　② 6,720 7,013 4,998 5,315

総事業費（①＋②） 36,061 39,326 49,321 48,815

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円）

Ｄ

0 ２６年度特定財源名

　

称

２６年度までの累積

　

事業費 0 河川占用料

２

　

８年度以降の事業費見

Ｏ

込 0

　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

７

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

年

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

度

計画
分野 都市環境

基本

（

施策 河川・池沼
施策体

平

系
施策の内容 河川の改

成

修

目
　
　
　
的

　浸水被

２

害の防止や、市民生活

６

の利便性と安

主
た
る
内

年

容

　準用河川や排水路

度

、都市型排水機場の浚

評

渫
全性の確保を図る。

価

と、準用河川や排水路

）

の緊急修繕、都市型　

刈

 排水機場や樋門など

谷

の補修工事を行う。

位

市

置
づ
け

関連計画  

根拠

事

法令  

対象者 市民 事業

務

期間 ～

実施方法 ■直営

事

　■委託　□指定管理

業

　□補助・助成　□そ

評

の他

価シート （様式１

Ｂ
　
事
　
業
　

）

実
　
績

２４年度実績 ２

会

５年度実績 ２６年度実

計

績 ２７年度計画

・準用

名

河川御堂添川ほか3河

担

川・準用河川小山川ほ

当

か4河川の・準用河川

部

薬師川ほか2河川の・

建

準用河川の浚渫工事
　

設

の浚渫工事、準用河川

部

八角 　浚渫工事、準用

一

河川法信川 　浚渫工事

般

、準用河川小山川 ・準

会

用河川の補修工事
　川

計

ほか3河川の補修工事

河

　ほか1河川の補修工

川

事 　ほか2河川の補修

施

工事 ・排水路の浚渫工

設

事
・竜ケ根排水路ほか

等

9排水路の・丸田排水

補

路ほか11排水路の ・

修

御堂添排水路ほか10

事

排水路 ・排水路の補修

業

工事
　浚渫工事、板倉

担

地内排水路 　浚渫工事

当

、丸田町地内排水 　の

課

浚渫工事、草野1号排

雨

水路・排水機場の浚渫

水

工事
　ほか2排水路の

対

補修工事 　路ほか8排

策

水路の補修工事 　ほか

課

4排水路の補修工事 ・

款

排水機場の修繕
・浜田

項

第一排水機場の浚渫工

目

・高松排水機場ほか1

担

排水機場・小垣江排水

当

機場ほか2排水機
　事

係

、北浦排水機場ほか8

施

排水　の浚渫工事、天

設

王排水機場 　場の浚渫

管

工事、新馬瀬口排
　機

理

場の修繕 　ほか5排水

係

機場の修繕 　水機場ほ

8

か7排水機場の修繕

・

3

河川施設（準用河川、

1

排水路、排水機場）の



務

決算） （予算） 事業費

係

内訳

事業費　① 0 0 6

8

68 3,768 合計 6

3

67,872 円
需用

1

費 225,072 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 工事請負費 442,800 円

一般財源 0 0 668 3,768

職員人件費　② 0 0 3,168 3,743

総事業費（①＋②） 0 0 3,836 7,511

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ

７

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 都

（

市環境

基本施策 河川・

平

池沼
施策体系

施策の内

成

容 治水・雨水対策

目
　

２

　
　
的

　全国的に頻発

６

している台風やゲリラ

年

豪雨等

主
た
る
内
容

○啓

度

発用雨水貯留タンクを

評

公共施設へ設置
による

価

浸水被害の減少を図る

）

ためには、総合 ○イベ

刈

ント開催時にＰＲ用ブ

谷

ースを開設
治水対策を

市

より強力に推進してい

事

く必要があ
るので、今

務

まで以上に市民・事業

事

者の意識向
上を図るた

業

めの啓発活動を行う。

評

位
置
づ
け

関連計画

根拠

価

法令 特定都市河川浸水

シ

被害対策法

対象者 市民

ー

事業期間 平成２６年度

ト

～

実施方法 ■直営　■

（

委託　□指定管理　□

様

補助・助成　□その他

式１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

建

績

２４年度実績 ２５年

設

度実績 ２６年度実績 ２

部

７年度計画

　 　 ・市民

一

センター4箇所に雨水

般

貯・市内小中学校21

会

箇所に雨水
　 　 　留タ

計

ンク4基設置 　貯留タ

境

ンク21基設置
　 　
　

川

　
　　　――――――

・

― 　　　――――――

猿

―

・市民が多数利用す

渡

る公共施設（市民セン

川

ター）4箇所に、出入

流

り口など目が触れる場

域

所に雨水貯留タンクを

総

設置するこ

成果
とによ

合

り、現物を直に確かめ

治

、またその効用を知ら

水

しめることができた。

Ｐ

課題

指標名称（単位）

Ｒ

実績値 目標値

２４年度

事

２５年度 ２６年度 ２７

業

年度 ２９年度

活動 設置

担

箇所（件） ― ― 4 21

当

23
指標

指標

他市との

課

比較検証

雨水対策課

款 項 目

Ｃ
　
事
　
業

担

　
コ
　
ス
　
ト

単位：千

当

円
２４年度 ２５年度 ２

係

６年度 ２７年度 ２６年

業

度

（決算） （決算） （



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 3,780 4,509 12,978 0 合計 12,978,360 円
工事請負費 12,978,360 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 3,780 4,509 12,978 0

職員人件費　② 1,415 1,052 774 0

総事業費（①＋②） 5,195 5,561 13,752 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

７

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

年

事
　
業
　
概
　
要

総合計

度

画
分野 都市環境

基本施

（

策 河川・池沼
施策体系

平

施策の内容 河川の改修

成

目
　
　
　
的

　道路横断

２

部の排水路断面の不足

６

により既設

主
た
る
内
容

年

　道路横断部にボック

度

スカルバートを布設し

評

水路が損傷しているた

価

め、水路断面の拡幅、

）

水路断面を確保すると

刈

ともに、ボックスカル

谷

補修を行い、治水安全

市

度の向上を図る。 バー

事

ト前後の河床の補強を

務

行う。

位
置
づ
け

関連計

事

画

根拠法令

対象者 市民

業

事業期間 平成２４年度

評

～

実施方法 ■直営　■

価

委託　□指定管理　□

シ

補助・助成　□その他

ート （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

名

績

２４年度実績 ２５年

担

度実績 ２６年度実績 ２

当

７年度計画

・測量設計

部

委託 ・排水路改修工事

建

・排水路改修工事　 　

設

　工事延長　40ｍ 　

部

工事延長　252ｍ 　

一

　護床工　25ｍ 　張

般

コンクリート工　25

会

2ｍ 　
　　 　
　 　　　

計

―――――――

・護岸

折

法面をコンクリートに

戸

より補強し、侵入防止

川

用のフェンスを復旧し

排

たことにより、治水安

水

全度の向上を図ること

路

が

成果
できた。

・平成

改

25年8月に発生した

修

豪雨により下流の準用

事

河川折戸川において未

業

改修部分の一部が崩壊

担

した。その上流にあた

当

る折

戸川排水路の道路

課

横断部の水路断面の拡

雨

幅を行うことにより、

水

大雨時に下流側での流

対

量が増加し、再度未改

策

修部分で被害
課題

が発

課

生することが予想され

款

ることから、水路断面

項

拡幅に先立ち、下流側

目

準用河川折戸川の改修

担

が必要である。

指標名

当

称（単位）
実績値 目標

係

値

２４年度 ２５年度 ２

工

６年度 ２７年度 ２９年

務

度

活動 排水路改修率（

係

％） 0 3 87 87 87

8

指標

指標

他市との
比較

3

検証

2



,654 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

７

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

年

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

度

計画
分野 都市環境

基本

（

施策 河川・池沼
施策体

平

系
施策の内容 河川の改

成

修

目
　
　
　
的

　流域の

２

宅地化が進み、流出量

６

が増加したた

主
た
る
内

年

容

○排水路改修延長　

度

634m
め、排水路断

評

面を拡幅して流下能力

価

を高め、 ○流域面積　

）

7.4ha
浸水被害の

刈

解消を図る。

位
置
づ
け

谷

関連計画  

根拠法令  

市

対象者 市民 事業期間 平

事

成２０年度 ～ 平成２７

務

年度

実施方法 ■直営　

事

■委託　□指定管理　

業

□補助・助成　□その

評

他

価シート （様式１

Ｂ
　
事
　
業
　
実

）

　
績

２４年度実績 ２５

会

年度実績 ２６年度実績

計

２７年度計画

・排水路

名

改修工事 　 ・排水路改

担

修工事 　
　 　工事延長

当

　29ｍ 　
　 　
　 　
　

部

　　――――――― 　

建

　　―――――――

・

設

改修計画に基づき改修

部

工事を実施し、流下能

一

力を高めて流域の浸水

般

被害の軽減を図ること

会

ができた。

成果

 

課題

計

指標名称（単位）
実績

割

値 目標値

２４年度 ２５

田

年度 ２６年度 ２７年度

地

２９年度

活動 排水路改

内

修率（％） ― ― 100

排

― ―
指標

 
指標

 
他市

水

との
比較検証

路改修事業
担当課

Ｃ
　
事

雨

　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位

水

：千円
２４年度 ２５年

対

度 ２６年度 ２７年度 ２

策

６年度

（決算） （決算

課

） （決算） （予算） 事

款

業費内訳

事業費　① 4

項

0,434 0 7,52

目

8 0 合計 7,527,

担

600 円
工事請負費

当

7,527,600 

係

円

財
　
源

特定財源 16

工

,151 0 0 0

一般財

務

源 24,283 0 7,

係

528 0

職員人件費　

8

② 1,768 0 1,1

3

26 0

総事業費（①＋

2

②） 42,202 0 8



8

る。まだまだ

市民への

3

周知が充分でないと思

2

えるので、更なる啓発活動を模索し継続していく。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２９年度

成果 雨水貯留浸透施設の年間設置数（件） 41 30 22 30 40
指標

 
指標

・雨水貯留浸透施設補助制度は県内にも多くの自治体が実施している。
他市との 岡崎市、碧南市、豊田市、安城市、西尾市、東海市、大府市、知立市、高浜市、東郷町、東浦町ほか23市町
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,381 672 497 1,250 合計 496,900 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 164 425 交付金 496,900 円

一般財源 1,381 672 333 825

職員人件費　② 2,122 1,403 4,576 4,117

総事業費（①＋②） 3,503 2,075 5,073 5,367

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0 社会資本整備総合交付金（国
）

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

７

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

年

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

度

要

総合計画
分野 都市環

（

境

基本施策 河川・池沼

平

施策体系
施策の内容 治

成

水・雨水対策

目
　
　
　

２

的

　大雨等による浸水

６

被害の軽減を図るため

年

、

主
た
る
内
容

　定めら

度

れた額と設置費用の2

評

/3のいずれか低
一般

価

家庭でも可能な治水対

）

策として、市内の い額

刈

を補助する。
宅地等に

谷

雨水貯留浸透施設を設

市

置する者に補 　補助金

事

の上限は、一団の土地

務

につき20万円
助金を

事

交付する。 まで。
　補

業

助対象施設は下記のと

評

おり。
　　雨水貯留施

価

設（2基まで）
　　雨

シ

水浸透ます
　　雨水浸

ー

透管
　　雨水浸透側溝

ト

　　透水性舗装

位
置
づ

（

け

関連計画 刈谷市雨水

様

総合対策整備計画

根拠

式

法令 刈谷市雨水貯留浸

１

透施設設置事業補助金

）

交付要綱

対象者 市民、

会

事業者 事業期間 平成１

計

６年度 ～

実施方法 □直

名

営　□委託　□指定管

担

理　■補助・助成　□

当

その他

部 建設部

一般会計

Ｂ
　
事
　
業

雨

　
実
　
績

２４年度実績

水

２５年度実績 ２６年度

貯

実績 ２７年度計画

・設

留

置件数　41件 ・設置

浸

件数　30件 ・設置件

透

数　22件 ・設置件数

施

　30件
（雨水貯留施

設

設35件、雨水浸 　（

設

雨水貯留施設28件、

置

雨水 　（雨水貯留施設

補

18件、雨水
　透ます

助

1件、透水性舗装5　

事

　浸透ます2件） 　浸

業

　透ます2件、透水性

担

舗装
　件） ・補助金額

当

　671,600円 　

課

2件）
・補助金額　1

雨

,380,600円 ・

水

補助金額　496,9

対

00円

・ピーク時に比

策

べて雨水貯留施設の設

課

置が減少しているが、

款

昨年度２２件設置され

項

たことにより、雨水流

目

出抑制に一定の

成果
効

担

果をあげることができ

当

た。

・ホームページ、

係

市民だより、出前講座

業

でＰＲを行っているが

務

、問合せ及び設置件数

係

は伸び悩みの傾向にあ



4

単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

７

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

年

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

度

合計画
分野 福祉安全

基

（

本施策 防災
施策体系

施

平

策の内容 防災体制の充

成

実

目
　
　
　
的

　降雨量

２

等を、市のホームペー

６

ジで公開して

主
た
る
内

年

容

○雨量計機器保守管

度

理
いる雨量観測システ

評

ムの安定的な運用を図

価

る ○雨量観測システム

）

保守管理
。

位
置
づ
け

関

刈

連計画

根拠法令

対象者

谷

事業期間 ～

実施方法 □

市

直営　□委託　□指定

事

管理　□補助・助成　

務

□その他

事業評価シート （

Ｂ
　
事
　

様

業
　
実
　
績

２４年度実

式

績 ２５年度実績 ２６年

１

度実績 ２７年度計画

　

）

　 ・雨量計他機器保守

会

管理委託 ・雨量計他機

計

器保守管理委託
　 　 ・

名

雨量観測システム保守

担

管理 ・雨量観測システ

当

ム保守管理
　 　 　委託

部

　委託
　 　
　　　――

建

――――― 　　　――

設

―――――

・トラブル

部

を回避し、雨量観測シ

一

ステムの安定した管理

般

運用ができた。

成果

課

会

題

指標名称（単位）
実

計

績値 目標値

２４年度 ２

雨

５年度 ２６年度 ２７年

量

度 ２９年度

指標

指標

他

観

市との
比較検証

測システム管理事

Ｃ
　

業

事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単

担

位：千円
２４年度 ２５

当

年度 ２６年度 ２７年度

課

２６年度

（決算） （決

雨

算） （決算） （予算）

水

事業費内訳

事業費　①

対

0 0 2,123 2,9

策

78 合計 2,123,

課

167 円
役務費 21

款

,596 円

財
　
源

特

項

定財源 0 0 0 0 委託料

目

1,710,719 

担

円
使用料及び賃借料 3

当

90,852 円

一般

係

財源 0 0 2,123 2

工

,978

職員人件費　

務

② 0 0 774 823

総

係

事業費（①＋②） 0 0

9

2,897 3,801

1

建
設
事
業

全体事業費（
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